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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 

総括研究報告書 
 

健診施設を活用したＨＩＶ検査体制を構築し検査機会の拡大と知識の普及に挑む研究 
（20HB1003） 

 
研究代表者  川畑拓也  地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 主幹研究員 

 
研究要旨 
 日本では症状が出て初めて感染が判明する新規 HIV 症例が新規報告数の約 30％

を占めており、なかなか低下しない。このことは、現在の HIV 検査の軸である保健

所・特設検査場における HIV 検査の限界を示しており、新しい検査機会の創出と普

及が必要である。また、日本において WHO の提唱するケアカスケードを実現するた

めに既感染者の診断率上昇を達成するには、今よりもはるかにアクセスしやすい

HIV 検査環境を構築しなければならない。 

 一方、HIV 検査の利用者を増加させるには、早期検査のメリットを国民に理解し

てもらう事が重要である。しかし、HIV 感染症･エイズに関するいくつかのアンケー

ト調査結果が示すように、いまだに国民の多くが HIV 感染症を「死に至る病」と考

えており、HIV 早期発見･早期治療のメリットの情報が普及しているとは言いがた

い。よって、健診場面における HIV 検査機会の提供と同時に HIV 感染症･エイズの

新情報を啓発･普及させる方法を検討する必要性は高い。 

 本研究では、健診施設において実施される就労者の職域健診等の機会を活用する

ことで、雇用者に結果を知られること無く HIV 検査を受けられる体制を構築する。

加えて健診受診者に HIV 感染症･エイズの予防･治療に関する 新情報を提供し、知

識の習得と検査意欲の向上を図る手法を検討し、その費用対効果について検証を行

う。 

 今年度は、健診センター･人間ドック施設における無料 HIV 検査･梅毒検査提供

の実践、職場における定期健康診断の機会を利用した HIV・梅毒検査の有効性に

関する研究、健診施設における HIV 検査の陽性率推計のためのゲイ男性向け HIV
検査の提供、健康診断機会に配布する検査案内パンフレットを利用した広報･啓発

による HIV 知識習得の有効性の推定、を行った。また、国の「職域健診 HIV･性感

染症検査モデル事業」を予算化するよう自治体へ働きかけ、さらに流行する梅毒の

病原体である梅毒トレポネーマ Treponema pallidum subsp. pallidum の収集を行

った。 
 

 
 

森 治代 大阪健康安全基盤研究所微生物 
     部ウイルス課 総括研究員 
駒野 淳 大阪薬科大学感染制御学研究室 
     教授 
本村和嗣 大阪健康安全基盤研究所微生物 
     部ウイルス課 課長 
阪野文哉 大阪健康安全基盤研究所微生物 
     部ウイルス課 研究員 
渡邊 大 国立病院機構大阪医療センター 
     HIV 感染制御研究室長 
大森亮介 北海道大学人獣共通感染症 
     リサーチセンター 准教授 

 

Ａ.研究目的 
 HIV 感染症は早期発見・治療により感染の

拡大と発症を防止することが必要であるが、

我が国では症状が出て初めて感染が判明す

る HIV 症例が 2019 年の総報告数の約 27％
（1236 例中 333 例）を占め、そのうち就労

世代の 30〜59 歳は約 76％（333 例中 253 例）

を占める（令和元年エイズ発生動向年報）。

このことは、就労世代にとって、現在 HIV
検査の軸である保健所における無料匿名検

査を時間的・空間的制約から利用しにくく、

その結果、発症する前に HIV 感染を検知す

る機会が失われている恐れがある。 
 本研究では、労働安全衛生法第 66 条に基
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づき事業者が労働者に対して実施する定期

健康診断（規則第 44 条）において、HIV 検

査を事業者に結果を知られることなく受検

できる環境を、健診センターあるいは人間ド

ック施設（以下、健診施設）に整備する方法

の確立、健診受診者に 新の HIV 治療の情

報や陽性者向け支援制度・支援組織を紹介す

ることによる HIV･エイズの 新知識の普

及･啓発、定期健康診断の機会に実施する

HIV 検査を通じて潜在的な感染者を発見す

るための費用対効果の評価を行う。 
 今年度は以下の研究を行った。 
(1) 健診センター･人間ドック施設における

無料 HIV 検査･梅毒検査提供の実践 
(2) 職場における定期健康診断の機会を利

用した HIV・梅毒検査の有効性に関す

る研究 
(3) 健診施設における HIV 検査の陽性率推計

のためのゲイ男性向け HIV 検査の提供 
(4) 健康診断機会に配布する検査案内パンフ

レットを利用した広報･啓発による HIV
知識習得の有効性の推定 

 また上記に加え、国の「職域健診 HIV･性

感染症検査モデル事業」を予算化するよう自

治体へ働きかけ、さらに梅毒検査を一緒に実

施する根拠を得るための研究として、流行す

る梅毒の病原体である梅毒トレポネーマ

Treponema pallidum subsp. pallidum の収

集を行った。 
 

Ｂ.研究方法 
(1) 健診センター･人間ドック施設における無

料 HIV 検査･梅毒検査提供の実践 
 本研究では、国が平成 30 年に自治体宛

に通知し実施を促した「職域健診ＨＩＶ・

性感染症検査モデル事業」を自治体が円滑

に導入･実施できるようにするために、健

康診断施設において無料 HIV･梅毒検査を

健康診断受診者に提供し、実際に検査を受

けてもらうことで、潜在的な問題点と解決

法を検討する。 

 昨年から引き続き協力の得られた那覇

市医師会生活習慣病検診センター（以下、

那覇市医師会検診センター）において、健

康診断の機会を利用した無料 HIV･梅毒

検査を提供する。方法としては、検診受診

予定者へ発送される健康診断の問診票に

HIV･梅毒検査案内パンフレットを同封し、

検査の提供について周知する。パンフレッ

トには、HIV･梅毒検査の説明や申込み方

法のほかに、「HIV 感染症･エイズはもは

や『死に至る病』ではない」「一日一回一

錠の服薬で治療可能」「検出限界以下なら

パートナーに HIV が感染しない」といっ

た HIV 感染症･エイズの印象を改善する

HIV 治療の 新情報と、「検査結果はあ

なただけにお伝えします」「健康診断の依

頼元であるあなたの会社の人などには、検

査結果も、検査を受けたことも決して伝え

ません」といった、受検したことや検査結

果が秘匿されることを明記する。検査は

HIV 抗原抗体スクリーニング検査と梅毒

TP 抗体検査を提供し、民間検査会社に外

部委託する。 
 検査結果の返却は、以下の様にプライバ

シーに十分配慮する。すなわち、HIV と

梅毒、2 種類の検査の結果が両方陰性の場

合は圧着ハガキで検査申込時に受検者本

人が申告した住所に、親展で郵送する。ま

たどちらかの検査結果が陽性の場合は、検

査申込時に受検者本人が申告した電話番

号に連絡し、健診施設を訪れるよう促す。

健診施設へ来所時は、医師が面談し結果通

知を行う。HIV スクリーニング検査が陽

性の場合は、あらかじめ研究協力を得た当

該地域の保健所を紹介し、HIV 確認検査

を受けに行くよう促す。梅毒 TP 抗体陽性

の場合は、梅毒治療を行っている地域の診

療所を紹介し、受診を促す。 
(2) 職場における定期健康診断の機会を利

用した HIV・梅毒検査の有効性に関する

研究 
 本研究では、昨年度試験的に試みたパイ

ロット研究、すなわち沖縄県那覇市の協力

健康診断施設にて令和元年 8 月〜12 月に

定期健康診断の機会を利用した HIV・梅

毒検査を無料で実施した結果と、期間中に

検査を受検した方を対象に行ったアンケ

ート調査の結果を用い、職場における定期

健康診断の機会を利用した HIV・梅毒検

査の有効性を評価する。 
(3) 健診施設における HIV 検査の陽性率推計

のためのゲイ男性向け HIV 検査の提供 
 本研究では、個別施策層であるゲイ･バ

イセクシャル男性の HIV 陽性率の推定を

試みる目的で、健康診断施設で無料 HIV･

梅毒検査を提供している沖縄県那覇市に

おいて、ゲイ･バイセクシャル向け HIV 検

査を実施し、当該地域のゲイ･バイセクシ

ャル男性の HIV 陽性率を調査しようとし

た。しかしながら、新型コロナウイルス感

染拡大の影響もあり、当該地域のクリニッ
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クとの協力関係の構築が困難であった。そ

こで、対象地域を大阪･阪神地域に変更し、

調査を行うこととした。 
 大阪府ではエイズ対策の一環として、診

療所における MSM 向け HIV/STI 検査事

業を実施している。令和 2 年度は大阪府

の承諾のもと、大阪府が実施する即日検査

実施診療所 8 ヶ所における MSM 向け検

査に加え、我々が協力をお願いした、大阪

府内と兵庫県の阪神地域の計 5 クリニッ

クにおいて、スクリーニング検査に通常検

査を用いた HIV/STI 検査を、両方の事業

が一体となって利用者からみえるように

配慮して提供した。 
 即日検査実施診療所では IC 法による

HIV-1/2 抗体検査、梅毒 TP 抗体検査、B
型肝炎の HBs 抗原検査を提供し、通常検

査実施診療所では HIV 抗原抗体検査のほ

か、梅毒の TP 抗体検査と STS 検査、B
型肝炎の HBs 抗原検査、C 型肝炎の HCV
抗体検査、尿を検体としたクラミジア核酸

増幅検査を提供した。 
 広報については、大阪府内は MASH 大

阪、兵庫県内はふれんどりーＫＯＢＥ、こ

れら二つの CBO（Community-based 
Organization コミュニティベースド オ
ーガニゼーション、当事者集団）の協力を

得て実施した。 
 各診療所･クリニックにおいて検査希望

者から採血された検体は、即日検査実施診

療所においては HIV 迅速検査後に、通常

検査実施診療所においては採血後に、委託

臨床検査会社にて HIV/STI の追加検査･

スクリーニング検査が実施され、結果は受

け付けた診療所･クリニック医師と研究班

に伝えられた。スクリーニング検査におい

て HIV 陽性が判明した検体は、地方独立

行政法人 大阪健康安全基盤研究所に搬入

され、HIV 確認検査を実施した。確認検

査の結果は医師を通じて、受検者に告知さ

れ、陽性者には拠点病院を受診する様、紹

介された。また、他の性感染症の罹患が判

明した場合は、各クリニックで治療が行わ

れた。 
(4) 健康診断機会に配布する検査案内パンフ

レットを利用した広報･啓発による HIV
知識習得の有効性の推定 
 本研究では、効果的な一般市民の HIV

感染症に対しての正しい知識習得の手法

を確立するため、職域健診における HIV

に対する知識の提供の HIV に対する理解

度への影響を推定することを目的とする。 

 職域健診における HIV に対する知識の

提供の HIV に対する理解度への影響の推

定のため、健診センター受診者に HIV に対

する知識提供を行い、HIV に対する理解度

を、知識提供無しの受診者の理解度と比較

することが目的である。 

 この目的のために、平成 30 年 1 月実施

の内閣府の世論調査「HIV 感染症･エイズ

に関する世論調査」と同一のアンケートを、

那覇市医師会生活習慣病検診センターの

知識提供無しの受診者を対象に、平成 31

年１月 4 日から 17 日、および、令和元年

7月 18 日から 30 日にかけて、知識提供有

りの受診者を対象に、令和２年 9 月 17 日

から 10 月 12 日にかけて実施した。健診セ

ンター受診者に HIV に対する知識提供の

効果を推定するため、知識提供無しの受診

者が対象のアンケート調査結果と知識提

供有りの受診者が対象のアンケート調査

結果を比較し、独立性の検定を行った。 

・「職域健診 HIV･性感染症検査モデル事業」

予算化に向けた自治体への働きかけ 
 自治体の HIV 対策担当者に、国の「職

域健診 HIV･性感染症検査モデル事業」を

予算化するよう申し入れた。 
・梅毒トレポネーマ Treponema pallidum 

subsp. pallidum 検体の収集 
 協力クリニックを訪れた梅毒患者の硬

性下疳から、スワブ検体を採取し回収まで

保存するよう依頼した。 

（倫理面への配慮） 
 本研究は地方独立行政法人 大阪健康安

全基盤研究所 倫理審査委員会の承認を得

て実施した（申請番号：1802-07-3、

0810-04-5）。 
 
Ｃ.研究結果 
(1) 健診センター･人間ドック施設における無

料 HIV 検査･梅毒検査提供の実践 
 那覇市医師会検診センターにおいて、令

和 2 年 6 月 1 日から検査案内パンフレッ

トの同封を開始し、令和 3 年 2 月 27 日受

診者分まで発送した。令和 2 年 6 月から

令和 3 年 2 月末までの 9 ヶ月間の健診セ

ンターの総受診者数は 19,258 名で、その

うち検査案内パンフレットを送付された

人は 12,790 名であった。今年度の無料

HIV･梅毒検査の 初の受検は 6 月 8 日に

あり、期間中、無料 HIV･梅毒検査を受検

した人の総数は 2000 名で、パンフレット
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を送付された人の 15.6%が受検した。HIV
スクリーニング検査陽性者は 2 名（0.1%）

で、問診の結果、2 名とも拠点病院で治療

中の HIV 陽性者であった。梅毒抗体陽性

者は 19 名（0.95%）で、治療のために地

域のクリニックへ紹介した。 
(2) 職場における定期健康診断の機会を利

用した HIV・梅毒検査の有効性に関する

研究 
 令和元年 8 月〜12 月における 5 ヶ月間

で総健診受診者数は 10380 名であった。

そのうち、無料 HIV・性感染症検査の案

内を送付された人は 7036 名(67.8%)であ

った。検査案内を送付された人の中で、無

料 HIV 検査を利用したのは 1103 名

(15.7%)で、検査の結果 HIV が陽性と判定

されたのは 1 名、梅毒抗体が陽性と判定

されたのは 9 名であった。総健診受診者

数における HIV 陽性率は 0.01%、梅毒抗

体陽性率は 0.09%であった。 無料 HIV 検

査の利用者に占める HIV 陽性率は 0.09%、

梅毒抗体陽性率は 0.82%であった。 
(3) 健診施設における HIV 検査の陽性率推計

のためのゲイ男性向け HIV 検査の提供 
 令和 2 年度の MSM 向け HIV/STI 検査

事業は、第一期（令和 2 年 11 月 2 日〜12
月 12 日）と第二期（令和 3 年 2 月 1 日〜

2 月 27 日）の 2 回に分けて実施した。 
 第一期の通常検査受検者数は 153名で、

うち HIV 陽性者は 2 名（新規診断 1 名、

治療中 1 名）、梅毒陽性者は 26 名、HBs
抗原検査陽性者は 1 名、HCV 抗体陽性者

は 2 名、クラミジア遺伝子陽性者は 3 名

であった。（大阪府実施の即日検査では、

受検者数は 224 名、うち HIV 陽性者は 4
名（すべて新規診断）、梅毒陽性者は 42
名、HBs抗原検査陽性者は4名であった。） 
 第二期の通常検査受検者数は 77 名で、

うち HIV 陽性者は 1 名（治療中）、梅毒陽

性者は 20 名、HBs 抗原検査陽性者は 1
名、HCV 抗体陽性者とクラミジア遺伝子

陽性者は 0 名であった。（大阪府実施の即

日検査では、受検者数は 127 名、うち HIV
陽性者は 1 名（新規診断）、梅毒陽性者は

26 名、HBs 抗原検査陽性者は 1 名であっ

た。） 
 第一期と第二期の合計では通常検査受

検者数は 230 名、うち HIV 陽性者は 3 名

（新規診断 1 名、治療中 2 名）で HIV 陽

性率は 1.3％であった。梅毒抗体陽性者は

46 名で陽性率 20％、HBs 抗原陽性者は 2

名で陽性率 0.87％、HCV 抗体陽性者は 2
名で陽性率 0.87％、クラミジア遺伝子陽

性者は 3名で陽性率は 1.3％であった。（参

考値にはなるが、本研究で実施した通常検

査と大阪府の事業として実施された即日

検査の成績を一期と二期で併せた結果は、

総受検者数は 581 名、HIV 陽性者は 8 名

（新規診断 6 名、治療中 2 名）で陽性率

は 1.4％であった。また、梅毒抗体陽性者

は 114 名で、陽性率は 20%、HBs 抗原陽

性者は 7 名で、陽性率は 1.2%であった。） 
(4) 健康診断機会に配布する検査案内パンフ

レットを利用した広報･啓発による HIV
知識習得の有効性の推定 
1.アンケート調査対象について  
 沖縄で行なったアンケート調査には、知

識提供無しの受診者が対象のアンケート

調査については、平成三十年度では男性

48 名、女性 54 名、不明１名の計 103 名

が、令和元年度では男性 131 名、女性 298
名の計 429 名が、知識提供有りの受診者

が対象のアンケート調査では男性 354名、

女性 322 名の計 676 名が参加した。知識

提供無しの受診者が対象の平成三十年度

のアンケート調査と知識提供有りの受診

者が対象の令和２年度のアンケート調査

は性比に大きな差は見られなかったが(カ
イ二乗検定、p 値>0.05)、知識提供無しの

受診者が対象の令和元年度のアンケート

調査は他の２回のアンケート調査と性比

が有意に異なった(カイ二乗検定、p 値

<0.05)。年齢構造については、知識提供無

しの受診者が対象のアンケート調査につ

いては、平成三十年度では 18 歳から 29
歳までが 19 人、30 歳から 39 歳までが 28
人、40 歳から 49 歳までが 25 人、50 歳か

ら 59 歳までが 21 人、60 歳から 69 歳ま

でが 6 人、70 歳以上が 3 人、令和元年度

では 18 歳から 29 歳までが 222 人、30 歳

から 39 歳までが 71 人、40 歳から 49 歳

までが 67 人、50 歳から 59 歳までが 47
人、60 歳から 69 歳までが 17 人、70 歳以

上が 5 人であった。知識提供無しの受診

者が対象のアンケート調査については、

18 歳から 29 歳までが 153 人、30 歳から

39 歳までが 210 人、40 歳から 49 歳まで

が 147 人、50 歳から 59 歳までが 111 人、

60 歳から 69 歳までが 50 人、70 歳以上が

5 人であった。知識提供無しの受診者が対

象の平成三十年度のアンケート調査と知

識提供有りの受診者が対象の令和２年度
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のアンケート調査は年齢構造についても

大きな差は見られなかったが(カイ二乗検

定、p 値>0.05)、知識提供無しの受診者が

対象の令和元年度のアンケート調査は他

の２回のアンケート調査と年齢構造が有

意に異なった(カイ二乗検定、p 値<0.05)。 
2. 知識提供の有無でのアンケート調査結

果への影響 
 フィッシャーの正確検定において p 値

が 0.3 未満である場合を大きな差と呼ぶ

こととする。平成三十年度（知識提供無し）

と令和二年度（知識提供有り）のアンケー

ト調査結果との間と、令和元年度（知識提

供無し）と令和二年度（知識提供有り）の

アンケート調査結果との間と、平成三十年

度（知識提供無し）と令和元年度（知識提

供無し）のアンケート調査結果との間の、

統計的な相違の有無を各設問、各年齢群で

検討した。 
 三回に渡るアンケート調査の対象が知

識提供の有無以外は全て同じ母集団から

の抽出であるという仮定を置くと、知識提

供に効果があると結論づけるためには、知

識提供無しの受診者が対象の二回のアン

ケート調査結果の間では回答に差がなく、

かつ、知識提供有りの受診者が対象のアン

ケート調査は二回の知識提供有りの受診

者が対象のアンケート調査のいずれとも

回答に差がある必要がある。その様な差が

観察された設問は、50 歳から 59 歳での

「保健所での匿名・無料の HIV 検査の認

知度」、および、18 歳から 59 歳での「保

健所で HIV 検査を受けやすくするために

重要なこと」だけであった。 
 前節でも記述した様に、知識提供無しの

受診者が対象の令和元年度のアンケート

調査の対象は性比、年齢構造共に他のアン

ケート調査と有意に異なっており、アンケ

ート調査対象の母集団が異なっている可

能性がある。そこで、性比、年齢構造共に

差が見られなかった、知識提供無しの受診

者が対象の平成三十年度のアンケート調

査と知識提供有りの受診者が対象の令和

二年度のアンケート調査の結果を比較し

た。「エイズの印象」と「HIV 感染の原因」

については全ての年齢群で回答に差が見

られず、「HIV とエイズの関係の認識」で

は 18 歳から 29 歳および 60 歳以上、

「HIV・エイズの 新情報の認知度」につ

いては 18 歳から 29 歳、40 歳から 49 歳、

「HIV に感染したと思った場合の行動」

については 18 歳から 29 歳で、知識提供

の有無の間で回答に差が観察された。 
・「職域健診 HIV･性感染症検査モデル事業」

予算化に向けた自治体への働きかけ 
 大阪府や他の自治体の HIV 対策担当者

に、国の「職域健診 HIV･性感染症検査モ

デル事業」を予算化するよう申し入れたが、

新型コロナウイルスの流行で業務が逼迫

していることもあり、具体的な動きには繋

がらなかった。 
・梅毒トレポネーマ Treponema pallidum 

subsp. pallidum 検体の収集 
 梅毒患者の硬性下疳から同意を得て採

取したスワブ検体 12 例の梅毒遺伝子検査

を行い、4例の陽性検体を得た。 
 
Ｄ.考察 
(1) 健診センター･人間ドック施設における無

料 HIV 検査･梅毒検査提供の実践 
 那覇市医師会検診センターにおいて 6
月から翌年 2 月末までの 9 ヶ月間、無料

HIV･梅毒検査を受診者に提供したところ、

2000 名の利用があった。沖縄県内の保健

所における無料匿名 HIV 検査受検者数の、

令和元年から過去 5 年間の年間平均受検

者数は 2198.6 名であり、那覇市医師会検

診センターにおいて約 10 ヶ月間、無料

HIV･梅毒検査を提供したとした場合の受

検者数に相当した。このことは、アクセス

しやすい受検環境であれば、検査のニーズ

の掘り起こしが可能であることを示唆し

ている。 
 一方、データが公開されている、令和 2
年 7 月から 12 月までの沖縄県の保健所の

無料匿名 HIV 検査件数は、新型コロナウ

イルス流行の影響からか、前年度比 87.4%
減の 128 名であったが、我々の提供して

いた HIV 検査の受検者数は同じ期間中

1467 名と、約 11.5 倍多く、健診センター・

人間ドック施設における健康診断の機会

に提供する無料 HIV 検査は、新型コロナ

ウイルスの流行など、保健所の機能を損ね

る程大きな感染症の流行に対して、強固で

代替的な検査体制となる潜在的な可能性

が示唆された。 
 また、那覇市医師会検診センターにおけ

る無料 HIV･梅毒検査の利用割合は昨年

（12％）よりも高くなった（15.6％）が、

新型コロナウイルス感染症の流行による

業務の逼迫で保健所が HIV 検査業務を停

止（2021 年 3 月 4 日、沖縄タイムス）し
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ていたことがこの原因かどうかは明らか

でない。さらに、検査案内配布済の者に占

める受検者の割合は 15.6％であり、全国

の健診施設を対象とした調査における

HIV 検査利用割合（0.16％）と比較して

約 98 倍と高い値であった。 
 健康診断施設においては、新型コロナウ

イルス流行下であっても安定して HIV 検

査を提供できる事が明らかとなった。 
(2) 職場における定期健康診断の機会を利

用した HIV・梅毒検査の有効性に関する

研究 
 今回の無料 HIV・性感染症検査の結果

を以前の検診に関する調査と、同時期の沖

縄県における疫学情報・検査情報を相互に

参照して以下考察する。 
・新規 HIV 感染者の陽性率について 
 沖縄県における令和元年 8 月〜12 月の

新規 HIV 感染者及びエイズ患者の総報告

数は 10 名であった。沖縄県と那覇市の保

健所における HIV 検査受検者数は 851 名

であった。このうち、保健所の確認検査で

HIV陽性になったのは 2名(0.24%)であっ

た。従って、8 名が拠点病院やその他の医

療機関で HIV 陽性が判明した事になる。

我々の提供した健診センターの HIV 検査

で感染が判明した人は、この 8 名に含ま

れることになる。 
つまり、沖縄県において、HIV 感染者を

見出す従来の保健システムに対して、我々

が供与した定期健康診断の機会を利用し

た HIV・梅毒検査戦略は 11.1%増のイン

パクトを与えたことになる。HIV 感染者

を捉えるための既存のシステムではカバ

ーできなかった集団にリーチできる可能

性を示唆するものと思われる。 
・梅毒抗体陽性率について 
 HIV 陽性率の対照として梅毒抗体陽性

率を考える。 沖縄県における令和元年 8
月〜12 月の梅毒患者報告数は、男性 20
名、女性 2 名の計 22 名であった(NESID)。
無症状の場合 STS 抗体価 16 倍以上相当

でないと届出されないので、健診時の梅毒

検査で抗体陽性だった 9 名全てが報告の

あった 22 名に含まれているか分からない。

また、抗体陽性をきっかけに医療につなが

ったかどうか分からない。解析を深めるた

めには健診センターで紹介する性病クリ

ニック等から届出が行なわれたかなどの

情報を共有してもらえるようネットワー

クを強化する必要があるかもしれない。  

抗体陽性は必ずしも梅毒患者を意味する

ものではないが、日本人における一般成人

の梅毒血清反応陽性者は 0.57〜1.33%と

報告されている (Journal of the Japan 
Society of Blood Transfusion 
28(4):339-344, 1982)。今回の無料 HIV・

性感染症検査では梅毒血清反応陽性者が

0.82%と、上記の数値とよく一致する。こ

れを勘案すると、我々の提供した健診セン

ターの梅毒抗体検査で抗体陽性が判明し

た割合がそれほど高いとは言えない。つま

り、検診受検者の中で必ずしも性感染症に

対してハイリスクの集団が検査を希望し

たとは言えないと思われる。これと符合す

るように、今回 HIV 陽性が判明した事例

は梅毒抗体が陰性であった。この点につい

ては更なる検討が必要と思われる。 
・受検者について 
 職場での健康診断に提供されている「有

料オプション検査としての HIV 検査」が

利用された割合は、検査を提供する施設の

年間利用者 291 万 2933 名に対し 4536 名

の約 0.16%である。今回の無料 HIV・性

感染症検査では HIV 検査を利用したのは

健診受診者の中で 15.7%であった。十分

な告知期間がなかったにもかかわらず

我々の提供した無料健診 HIV・梅毒検査

での HIV 検査の参加率は 980 倍と極めて

高い受検率だったと評価できる。仮に十分

な告知期間があれば、参加率はより高くな

ったと期待される。仮に参加率が 30%程

度まで上昇した場合、単純計算では HIV
感染者が約 2 名検出され、従来の保健シ

ステムが見出す HIV 陽性者数に対して約

20%増のインパクトを与えると試算され

る。 
・評価にかかる問題点について 
 今回の調査は沖縄県那覇市で 1 つの健

診センターだけで実施された。検診の参加

者数は必ずしも多くはなく、陽性者が１名

であったことから、同様の検査キャンペー

ンを大規模に行う場合の効果を正確に推

定するのは困難である。陽性者の個人的背

景(受検動機、年齢、性別、職種、梅毒 抗
体、リスク因子など)を十分に勘案するこ

とで、無料 HIV 検査がより効果的に実施

できるかを考察する必要がある。特に、保

健所における無料 HIV 検査を代替できる

可能性については注意深い議論が必要で

あろう。 
 受診行動に与える受検料と匿名性につ
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いても解析の余地がある。匿名性が担保で

きれば、無料でなくても受診行動を十分に

動機づけることが出来るかもしれない。受

検者からのフィードバックによると、検査

料が大きな動機付けになっていると推測

される。すると、このような事業を持続可

能な施策にするためには多額の補助金を

要することになり、保健所における事業な

どと比較して費用対効果を慎重に判断す

る必要がある。どの程度の検査価格であれ

ば「動機付け」を消失させないか、受検料

に関する評価は今後の極めて重要な課題

の 1 つと考える。 
 今後の課題としては、試験的な取組をよ

り多くの自治体で長い期間実施すること

で、参加者数を増やし、より信頼性のある

統計学的な推定ができるようする必要が

ある。 
(3) 健診施設における HIV 検査の陽性率推計

のためのゲイ男性向け HIV 検査の提供 
 健診センターや人間ドック施設といっ

た健康診断施設へ HIV 検査を普及させる

場合の費用対効果を検討する上で、普及の

結果、診断されるであろう新規 HIV 陽性

者の推計を行うことは重要である。健診施

設における HIV 陽性率を推定するために、

健診施設の受診者における HIV 検査受検

割合や、受検者に含まれる個別施策層の割

合、その個別施策層の陽性率など、様々な

パラメーターが必要となる。 
 そこで、今年度は HIV 感染割合が高い

個別施策層であるゲイ･バイセクシャル男

性の HIV 陽性率を推計するために、実際

にゲイ･バイセクシャル男性に HIV 検査

を提供し、陽性者を診断することで陽性率

を調査する事を試みた。 
 当初研究班が健診施設において HIV･

梅毒検査を提供している沖縄県那覇市に

おいてゲイ･バイセクシャル男性に HIV
検査を提供することを検討したが、新型コ

ロナウイルスの流行や、他の様々な事情か

ら、今年度は大阪府と兵庫県阪神地区にお

いてゲイ･バイセクシャル男性に HIV 検

査を提供した。 
 研究班で提供した通常検査において、

HIV 陽性率 1.3％を得た（大阪府の事業の

結果と併せた場合 1.4％）。一方、健診施

設における HIV 検査の提供においては、

昨年度は受検者 1103 名中陽性者が 1 名、

今年度は受検者 2000名中陽性者が 2名で

あった。また、昨年度実施した健診施設に

おける HIV 検査受検者のアンケート調査

の結果、男性受検者の約 7.8％、総受検者

の約 3.7％が MSM で有ることが明らかに

なった。このことから健診施設における

HIV 検査の提供におけるゲイ･バイセク

シャル男性の陽性率は、およそ 2.6％と推

定された。この結果は、今回のゲイ向け

HIV 検査の提供による陽性率 1.3％とそ

れほど大きくは異なっていない。 
 これらのことから、健診施設における

HIV 検査の提供においても、クリニック

における HIV 検査と同様に、個別施策層

の利用割合に応じた陽性率で、HIV 陽性

者の診断が可能であることが示唆された。 
 一方で、今回の推計に用いた受検者集団

は、大阪と沖縄といった地域の違う異なる

母集団であるため、HIV 感染割合の地域

差を考慮していない。今後、検討の精度を

高めるためには、地域ごとのゲイ･バイセ

クシャル男性の陽性率等のデータも考慮

していく必要がある。 
(4) 健康診断機会に配布する検査案内パンフ

レットを利用した広報･啓発による HIV
知識習得の有効性の推定 
 知識提供無しの受診者が対象の令和元

年度のアンケート調査の対象は性比、年齢

構造共に他のアンケート調査と有意に異

なっており、アンケート調査対象の母集団

が異なっている可能性があるため、知識提

供無しの受診者が対象の平成三十年度の

アンケート調査と知識提供有りの受診者

が対象の令和二年度のアンケート調査の

結果について考察する。 
 多くの質問項目、かつ、多くの年齢群に

おいて、知識提供の有無の間で回答に差が

見られなかった。知識提供の有無での比較

で HIV 知識習得度に顕著な差が見られな

かった事についてはいくつかの原因が考

えられる。一つには、本研究の知識習得以

外の機会で HIV の知識を習得してしまっ

た事により効果が観察しにくくなったこ

とが考えられる。また、アンケート調査が

HIV の知識の習得度を測りにくいもので

あった可能性である。さらには、使用した

HIV 知識習得の教材が知識習得を促しに

くいものであった可能性である。 
 本研究の知識習得以外の機会で HIV の

知識を習得してしまった事により効果が

観察しにくくなったこと可能性について、

特に、全ての年齢群において回答に差が見

られなかった「エイズの印象」および「HIV
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感染の原因」の回答を以て検討する。知識

提供と回答の間に関連性が見られない事

には、これ以上改善の余地がない程に

HIV の理解度が高いことが考えられるが、

「エイズの印象」に「原因不明で治療法が

ない」と答えた回答や、「HIV 感染の原因」

について「蚊の媒介」と答えた回答も見受

けられることから、HIV の理解度の改善

の余地が残されている集団が対象である

事が分かる。このことから、アンケート調

査が HIV の知識の習得度を測りにくいも

のであった、もしくは、使用した HIV 知

識習得の教材が知識習得を促しにくいも

のであったことが知識提供の有無の間で

回答に差が見られなかった原因である可

能性があると示唆される。 
 上に述べた、知識提供の有無の間で回答

に差が見られなかった原因の解析には、

「本研究の知識習得以外の機会で HIV の

知識を習得してしまった事により効果が

観察しにくくなった可能性」については、

現在の調査地域以外での調査の検討、「ア

ンケート調査が HIV の知識の習得度を測

りにくいものであった可能性」については

アンケート調査の質問項目の再検討、「使

用した HIV 知識習得の教材が知識習得を

促しにくいものであった可能性」について

は教材の再検討する必要があると考えら

れる。また、教材が読まれていたか否かが

不明であるという懸念点も考えられ、アン

ケート調査の質問項目に教材を読んだか

否かを測ることが出来る設問を検討する

必要がある。 
・「職域健診 HIV･性感染症検査モデル事業」

予算化に向けた自治体への働きかけ 
 国の「職域健診 HIV･性感染症検査モデ

ル事業」について自治体で予算化してもら

うには、導入実績を示すことが重要である。

しかしながら、自治体の感染症対策部門が

現在流行中の新型コロナウイルス対策業

務で逼迫しているので、コロナの流行が収

束しなければ予算化へ進展させることが

難しい印象を得た。 
・梅毒トレポネーマ Treponema pallidum 

subsp. pallidum 検体の収集 
 梅毒患者の硬性下疳のスワブ検体から

4 例 の Treponema pallidum subsp. 
pallidum を得た。これらは大阪で流行中

の TP 株であるので、今後詳細に解析した

い。また、株数についても今後増やしてい

きたい。 

 
Ｅ.結論 
(1) 健診センター･人間ドック施設における無

料 HIV 検査･梅毒検査提供の実践 
 昨年度に続き、今年度、健康診断施設に

おいて9ヶ月間無料HIV･梅毒検査を健診

利用者に提供した。新型コロナウイルスの

流行により、保健所においては HIV 検査

の提供が中止される様な状況であったが、

健診施設では検査案内を配布された受診

者のうちの約 16％、新型コロナウイルス

流行以前の沖縄県の約 1 年間の無料匿名

検査受検者数に相当する2000人が検査を

受けた。そのうち、HIV 抗体陽性者は 2
名であったが、2 名とも治療中の感染者で

あることが、医師の問診によって明らかと

なった。 
 健診センター・人間ドック施設における

健康診断の機会に提供する無料 HIV 検査

は、新型コロナウイルスの流行など、保健

所の機能を損ねる程大きな感染症の流行

に対して、強固で代替的な検査体制となる

潜在的な可能性が示唆された。 
(2) 職場における定期健康診断の機会を利

用した HIV・梅毒検査の有効性に関する

研究 
 無料で実施された職場における定期健

康診断の機会を利用した HIV・梅毒検査

は当初の目的通り「真に無自覚だった

HIV 感染者」を見出すことができる新し

いシステムとして価値があるかもしれな

い。健康診断を受診する集団は保健所や医

療機関に自ら検査しに行く動機は低いと

思われるので、この意味でも早期に無自覚

な HIV 感染者を見出すことが出来る検査

システムとして意義があると思われる。早

く感染者を見出すことにより、感染者の

QOL はより良くなるだけでなく、HIV の

流行を未然に防ぐことが出来ることから、

新たな検査戦略は大きな潜在性があると

思われる。 
(3) 健診施設における HIV 検査の陽性率推計

のためのゲイ男性向け HIV 検査の提供 
 今年度、診療所を窓口としたゲイ･バイ

セクシャル向け HIV 検査を実施し、HIV
陽性率を推計する資料を得た。今後は、健

診受診者の性的指向の内訳や地域におけ

るゲイ･バイセクシャル男性の HIV 陽性

率や健診受診割合などの検討を行い、健診

施設へ HIV 検査を普及させた場合の HIV
陽性率推計の資料としたい。 
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(4) 健康診断機会に配布する検査案内パンフ

レットを利用した広報･啓発による HIV
知識習得の有効性の推定 
 本研究の調査対象においては、職域健診

における HIV に対する知識の提供の HIV
に対する理解度への影響が顕著ではなか

った。原因の究明の為にもさらなる調査が

必要である。 
・「職域健診 HIV･性感染症検査モデル事業」

予算化に向けた自治体への働きかけ 
 新型コロナウイルス国の「職域健診

HIV･性感染症検査モデル事業」について

自治体で予算化してもらうには、実績を示

すことも重要であるが、なにより新型コロ

ナウイルスの流行が収束しなければ難し

い印象を得た。 
・梅毒トレポネーマ Treponema pallidum 

subsp. pallidum 検体の収集 
 梅毒患者の硬性下疳のスワブ検体から、

今後遺伝子解析にも利用可能な、4 例の

Treponema pallidum subsp. pallidum を

得た。 
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susceptibility by age. Sci. Rep. 
16642 (2020). 
 

２．学会発表 
1. 川畑拓也、伊禮之直、真栄田哲、崎原永辰、

仲宗根正、仁平 稔、久高 潤、渡邊 大、

大森亮介、駒野 淳、阪野文哉、森 治

代、本村和嗣、健康診断機会を利用した

HIV･梅毒検査の提供、第 34 回日本エイ

ズ学会学術集会、web 開催（千葉）、2020

年 

2. 川畑拓也、阪野文哉、塩野徳史、田邉雅章、

朝来駿一、澤田暁宏、西岡弘晶、荒川創

一、MSM 向け HIV･性感染症検査キャンペ

ーン･2019 年度実績報告、日本性感染症

学会第 33 回学術大会、東京、2020 年 

3. 土屋菜歩、佐野貴子、カエベタ亜矢、関な

おみ、城所敏英、根岸 潤、堅多敦子、

川畑拓也、貞升健志、須藤弘二、加藤真

吾、大木幸子、生島 嗣、今井光信、今

村顕史、保健所・検査所における HIV 検

査・相談体制と実施状況および課題に関

するアンケート調査、第 34 回日本エイ

ズ学会学術集会、web 開催（千葉）、2020

年 

4. 土屋菜歩、佐野貴子、カエベタ亜矢、関な

おみ、城所敏英、根岸 潤、堅多敦子、

川畑拓也、貞升健志、須藤弘二、加藤真

吾、大木幸子、生島 嗣、今井光信、今

村顕史、保健所・検査所における梅毒検

査実施状況および陽性率に関するアン

ケート調査、第 34 回日本エイズ学会学

術集会、web 開催（千葉）、2020 年 
5. 菊地正、蜂谷敦子、西澤雅子、椎野禎一郎、

俣野哲朗、佐藤かおり、豊嶋崇徳、渡邊 

大、小島洋子、森 治代、吉村和久、（他

32 名）、国内新規 HIV/AIDS 診断症例にお

ける薬剤耐性 HIV-1 の動向、第 34 回日

本エイズ学会学術集会、Web 開催（千葉）、

2020 年 

6. 中川理花, 浮村 聡, 川西史子, 柴田有理

子, 鈴木陽一, 大井幸昌, 中野隆史, 駒

野 淳. 大阪医科大学附属病院における

2019 年に分離された ESBL 産生大腸菌の

POT型解析. 第 91回日本感染症学会西日

本地方会学術集会. 福岡, 2020 年 

7. Minami Hama, Mayuko Yagi, Yurie 
Nakashima, Daiki Kanbayashi, Takako 

Kurata, Kosuke Yusa, Jun Komano. 

CRISPR-Cas9 ノックアウトスクリーンに

よる風疹ウイルスのヒト細胞における

感染メカニズムの探索. 日本薬学会 第

141 年会，広島，2020 年 

8. 本村和嗣，大安研における新型コロナウイ

ルス感染症の検査について，大阪府医師

会郡市区等医師会長協議会,大阪，2020
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9. 渡邊 大：CAB/RPV など注射製剤の将来

的なポジショニングについて、第 34 回

日本エイズ学会学術集会・総会、2020
年 

10. 渡邊 大：HIV 診療における薬物相互作

用、第 34 回日本エイズ学会学術集会・

総会、2020 年 
11. 渡邊 大：With/After COVID-19 時代の

ART の New Normal、第 34 回日本エイ

ズ学会学術集会・総会、2020 年 
12. 渡邊 大：50 分で Catch up できる HIV 

治療の現在と臨床で直面する今日の課

題、第 94 回日本感染症学会総会・学術

講演会、2020 年 
13. 松山亮太、渡邊 大、土橋酉紀、鍵浦文

子、加納和彦、高橋琢理、松井佑亮、白

阪琢磨、砂川富正、梯 正之。CD4 細胞

数データとインシデンス法を利用した

日本における HIV 感染者数の推定、第

31 回日本疫学会学術総会、2020 年 
14. 中濵智子、東 政美、渡邊 大、上平朝

子、池田和子、杉野祐子、谷口 紅、生

島 嗣、若林チヒロ。HIV 陽性者の情報

の Up date における課題 ～「HIV 陽性

者の健康と生活に関する全国調査」の結

果から（第 2 報）～、第 34 回日本エイ

ズ学会学術集会・総会、2020 年 
15. 東 政美、中濵智子、渡邊 大、上平朝

子、池田和子、杉野祐子、伊藤 紅、斎

藤可夏子、若林チヒロ、生島 嗣。HIV
陽性者の高齢化と介護～「HIV 陽性者の

健康と生活に関する全国調査」の結果か

ら（第 3 報）～、第 34 回日本エイズ学

会学術集会・総会、2020 年 
16. 渡邊 大、矢倉裕輝、桝田智仁、廣田和

之、上地隆史、中内崇夫、櫛田宏幸、西

田恭治、上平朝子、白阪琢磨。当院にお

けるビクテグラビル・テノホビルアラフ

ェナミド・エムトリシタビン配合錠の処

方例に関する検討、第 34 回日本エイズ

学会学術集会・総会、2020 年 
17. 中内崇夫、矢倉裕輝、櫛田宏幸、桝田智

仁、廣田和之、上地隆史、渡邊 大、西

田恭治、上平朝子、白阪琢磨。初回治療

としてインテグラーゼ阻害剤を使用し

た患者の血清尿酸値の上昇に関する要

因についての検討、第 34 回日本エイズ

学会学術集会・総会、2020 年 
18. 矢倉裕輝、中内崇夫、櫛田宏幸、桝田智

仁、廣田和之、上地隆史、渡邊 大、西

田恭治、上平朝子、白阪琢磨。日本人

HIV-1 感染者におけるビクテグラビル

の血漿中濃度に関する検討 第１報、第

34 回日本エイズ学会学術集会・総会、

2020 年 
19. 櫛田宏幸、中内崇夫、矢倉裕輝、桝田智

仁、廣田和之、上地隆史、渡邊 大、西

田恭治、上平朝子、白阪琢磨。日本人の

テノホビルアラフェナミド服用におけ

る推定糸球体ろ過量低下症例について

の検討、第 34 回日本エイズ学会学術集

会・総会、2020 年 
20. Susceptibility to COVID-19 infection: 

Insights from mathematical modelling、

大森亮介、International Symposium on 

Data Science 2020、オンライン開催、

2020 年 

21. Age-specificity of susceptibility 

against COVID-19 infection、大森亮介、

日本ウイルス学会北海道支部会、オンラ

イン開催、2020 年 

22. 新型コロナウイルス感染症に対する感

受性の年齢依存性の考察、大森亮介、日

本応用数理学会 2020 年度年会、オンラ

イン開催、2020 年 
 
Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 
 特になし。 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 

健診施設を活用したＨＩＶ検査体制を構築し検査機会の拡大と知識の普及に挑む研究 

分担研究報告書 

 

1.健診センター･人間ドック施設におけるHIV･梅毒検査提供の実践に関する研究 
 

研究代表者 川畑拓也 地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 主幹研究員 

研究分担者 渡邊 大 国立病院機構 大阪医療センター HIV 感染制御研究室長 

研究分担者 駒野 淳 大阪薬科大学 感染制御学研究室 教授 

研究協力者 崎原永辰 那覇市医師会生活習慣病検診センター センター長 

研究協力者 真栄田哲 那覇市医師会生活習慣病検診センター 検診部次長 

研究協力者 伊禮之直 那覇市医師会生活習慣病検診センター 検診部 

研究協力者 仲宗根正 那覇市保健所 所長 

研究協力者 久高 潤 沖縄県保健医療部地域保健課結核感染症班 班長 

研究協力者 仁平 稔 沖縄県保健医療部衛生環境研究所 衛生生物班 
 

研究要旨 
 那覇市医師会生活習慣病検診センターにおいて、健診受診予定者へ発送する問

診票に、HIV 治療の 新情報を記載し、検査を受けたことと結果が秘匿されること

を説明した HIV･梅毒検査案内パンフレットを同封し、検査の提供を周知した。 
 令和 2 年 6 月 1 日から検査案内パンフレットの同封を開始し、令和 3 年 2 月 27
日受診者分まで発送した。6 月から翌年 2 月末までの 9 ヶ月間の総受診者数は

19,258 名であったが、そのうち検査案内パンフレットを送付された人は 12,790 名

であった。期間中、無料 HIV･梅毒検査を受検した人の総数は 2000 名で、パンフ

レットを受け取った人の 15.6%が受検した。この受検割合を、3 年前の調査で判明

した、全国の健診施設で提供される HIV 検査の利用率（0.16%）と比較すると、

97.5 倍高い利用率であった。 
 検査の結果、HIV スクリーニング検査陽性者は 2 名（0.1%）で、2 名とも拠点

病院で治療中の HIV 陽性者であった。梅毒抗体陽性者は 19 名（0.95%）で、治療

のために地域のクリニックへ紹介した。 
 一方、データが公開されている、令和 2 年 7 月から 12 月までの沖縄県の保健所

の無料匿名 HIV 検査件数は、新型コロナウイルス流行の影響からか、前年度比

87.4%減の 128 名であったが、我々の提供していた HIV 検査の受検者数は同じ期

間中 1467 名と、約 11.5 倍多く、健診センター・人間ドック施設における健康診断

の機会に提供する無料 HIV 検査は、新型コロナウイルスの流行など、保健所の機

能を損ねる程大きな感染症の流行に対して、強固で代替的な検査体制となる潜在的

な可能性が示唆された。 
 
 

Ａ.研究目的 

 日本では症状が出て初めて感染が判明する

HIV 症例が新規報告数の 27％を占め、そのうち

就労世代である 30 歳から 59 歳は全体の 76％

を占める（令和元年エイズ発生動向年報）。こ

れは就労世代が、現在 HIV 検査の軸である保健

所・特設検査場における無料匿名 HIV 検査を時

間的・空間的制約から利用しにくく、就労世代

の HIV 感染者の受検機会が損なわれているこ

とを示唆している。そこで、新しい検査機会の

創出と普及が必要である。また、日本において

WHO の推奨するケアカスケードを実現するた

めに既感染者の診断率上昇を達成するには、今

よりもはるかにアクセスしやすい HIV 検査環

境を構築しなければならない。 

 本研究では、国が平成 30 年に自治体宛に通

知し実施を促した「職域健診ＨＩＶ・性感染症

検査モデル事業」を自治体が円滑に導入･実施

できるようにするために、健康診断施設におい

て無料 HIV･梅毒検査を健康診断受診者に提供

し、実際に検査を受けてもらうことで、潜在的

な問題点と解決法を検討する。 
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Ｂ.研究方法 

 昨年から引き続き協力の得られた那覇市医

師会生活習慣病検診センター（以下、那覇市医

師会検診センター）において、健康診断の機会

を利用した無料 HIV･梅毒検査を提供する。方

法としては、検診受診予定者へ発送される健

康診断の問診票に HIV･梅毒検査案内パンフレ

ットを同封し、検査の提供について周知する。

パンフレットには、HIV･梅毒検査の説明や申

込み方法のほかに、「HIV 感染症･エイズはも

はや『死に至る病』ではない」「一日一回一錠

の服薬で治療可能」「検出限界以下ならパート

ナーにHIVが感染しない」といったHIV感染症･

エイズの印象を改善する HIV 治療の 新情報

と、「検査結果はあなただけにお伝えします」

「健康診断の依頼元であるあなたの会社の人

などには、検査結果も、検査を受けたことも

決して伝えません」といった、受検したことや

検査結果が秘匿されることを明記する。検査

は HIV 抗原抗体スクリーニング検査と梅毒 TP

抗体検査を提供し、民間検査会社に外部委託

する。 

 検査結果の返却は、以下の様にプライバシ

ーに十分配慮する。すなわち、HIV と梅毒、2

種類の検査の結果が両方陰性の場合は圧着ハ

ガキで検査申込時に受検者本人が申告した住

所に、親展で郵送する。またどちらかの検査

結果が陽性の場合は、検査申込時に受検者本

人が申告した電話番号に連絡し、健診施設を

訪れるよう促す。健診施設へ来所時は、医師

が面談し結果通知を行う。HIV スクリーニン

グ検査が陽性の場合は、あらかじめ研究協力

を得た当該地域の保健所を紹介し、HIV 確認検

査を受けに行くよう促す。梅毒 TP 抗体陽性の

場合は、梅毒治療を行っている地域の診療所

を紹介し、受診を促す。 

（倫理面への配慮） 
本研究は地方独立行政法人 大阪健康安全基盤

研究所 倫理審査委員会の承認を得て実施した

（申請番号：1802-07-3、0810-04-5）。 

 

Ｃ.研究結果 

 那覇市医師会検診センターにおいて、令和 2

年6月1日から検査案内パンフレットの同封を

開始し、令和 3 年 2 月 27 日受診者分まで発送

した。令和 2 年 6月から令和 3年 2月末までの

9 ヶ月間の健診センターの総受診者数は

19,258 名で、そのうち検査案内パンフレット

を送付された人は 12,790 名であった。今年度

の無料 HIV･梅毒検査の 初の受検は 6 月 8 日

にあり、期間中、無料 HIV･梅毒検査を受検し

た人の総数は 2000 名で、パンフレットを送付

された人の 15.6%が受検した。HIV スクリー

ニング検査陽性者は 2 名（0.1%）で、問診の

結果、2 名とも拠点病院で治療中の HIV 陽性

者であった。梅毒抗体陽性者は 19 名（0.95%）

で、治療のために地域のクリニックへ紹介した。 

 

Ｄ.考察 

 那覇市医師会検診センターにおいて 6 月か

ら翌年 2 月末までの 9 ヶ月間、無料 HIV･梅毒

検査を受診者に提供したところ、2000 名の利

用があった。沖縄県内の保健所における無料匿

名 HIV 検査受検者数の、令和元年から過去 5

年間の年間平均受検者数は 2198.6 名であり、

那覇市医師会検診センターにおいて約 10 ヶ月

間、無料 HIV･梅毒検査を提供した場合の受検

者数に相当した。このことは、アクセスしやす

い受検環境であれば、検査のニーズの掘り起こ

しが可能であることを示唆している。 

 一方、データが公開されている、令和 2 年 7
月から 12 月までの沖縄県の保健所の無料匿名

HIV 検査件数は、新型コロナウイルス流行の

影響からか、前年度比 87.4%減の 128 名であ

ったが、我々の提供していた HIV 検査の受検

者数は同じ期間中 1467 名と、約 11.5 倍多く、

健診センター・人間ドック施設における健康診

断の機会に提供する無料 HIV 検査は、新型コ

ロナウイルスの流行など、保健所の機能を損ね

る程大きな感染症の流行に対して、強固で代替

的な検査体制となる潜在的な可能性が示唆さ

れた。 

 また、那覇市医師会検診センターにおける無

料 HIV･梅毒検査の利用割合は昨年（12％）よ

りも高くなった（15.6％）が、新型コロナウイ

ルス感染症の流行による業務の逼迫で保健所

が HIV 検査業務を停止（2021 年 3 月 4 日、沖

縄タイムス）していたことがこの原因かどうか

は明らかでない。さらに、検査案内配布済の者

に占める受検者の割合は 15.6％であり、全国

の健診施設を対象とした調査における HIV 検

査利用割合（0.16％）と比較して約 98 倍と高

い値であった。 

 健康診断施設においては、新型コロナウイル

ス流行下であっても安定して HIV 検査を提供

できる事が明らかとなった。 

 

Ｅ.結論 

 昨年度に続き、今年度、健康診断施設におい

て 9 ヶ月間無料 HIV･梅毒検査を健診利用者に

提供した。新型コロナウイルスの流行により、
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保健所においては HIV 検査の提供が中止され

る様な状況であったが、健診施設では検査案内

を配布された受診者のうちの約 16％、新型コ

ロナウイルス流行以前の沖縄県の約 1 年間の

無料匿名検査受検者数に相当する 2000 人が検

査を受けた。そのうち、HIV 抗体陽性者は 2名

であったが、2名とも治療中の感染者であるこ

とが、医師の問診によって明らかとなった。 

 健診センター・人間ドック施設における健康

診断の機会に提供する無料 HIV 検査は、新型

コロナウイルスの流行など、保健所の機能を損

ねる程大きな感染症の流行に対して、強固で代

替的な検査体制となる潜在的な可能性が示唆

された。 

 

Ｆ.健康危険情報 
該当なし。 

 
Ｇ.研究発表 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 

健診施設を活用したＨＩＶ検査体制を構築し検査機会の拡大と知識の普及に挑む研究 

分担研究報告書 

 

2.職場における定期健康診断の機会を利用した HIV・梅毒検査の有効性に関する研究 
 

研究分担者 駒野 淳 大阪薬科大学 感染制御学研究室 教授 

研究協力者 崎原永辰 那覇市医師会生活習慣病検診センター センター長 

研究協力者 真栄田哲 那覇市医師会生活習慣病検診センター 検診部次長 

研究協力者 伊禮之直 那覇市医師会生活習慣病検診センター 検診部 

研究協力者 仲宗根正 那覇市保健所 所長 

研究協力者 久高 潤 沖縄県保健医療部地域保健課結核感染症班 班長 
研究分担者 森 治代 地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 総括研究員 

研究分担者 本村和嗣 地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 ウイルス課長 

研究代表者 川畑拓也 地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 主幹研究員 

 

研究要旨 
 HIV 感染症を封じ込めるためには自覚していない感染者に検査を供与する必要が

ある。これまで保健所を中心とした無料HIV検査や、自治体などが主宰する無料検

査キャンペーンなどが実施されてきたが、発症を契機にHIV感染が判明する症例は

毎年 30%程度あり、その割合が低下しないことが問題視されてきた。職場における

定期健康診断は就労世代が必ず毎年提供されるものであり、これまでは有料オプ

ション検査として性感染症の検査が提供されてきた。しかし有料であること、プ

ライバシーの観点から、十分に利用されてこなかった。本研究では健診機会を利

用して HIV・梅毒検査を実施すれば、医療機関や保健所をあえて受診しない感染を

自覚していない者を見つけ出すことができるかもしれないと考え、試験的に無料

で HIV・梅毒検査を実施した。結果を解析すると、HIV 陽性者が見出されたことか

ら、新たな検査機会として潜在性があると思われる。 
 

 

Ａ.研究目的 

 HIV 感染症は症状が出て初めて感染が判明

する。日本では、発症してから感染が気付かれ

る症例が年間の新規報告数の約 30%を占める。

関係各位の努力にも関わらずこの割合が低下

する兆しが見られない。これは、現在 HIV 検査

の軸である保健所・特設検査場における HIV

検査の限界を示しており、 新しい検査機会の

創出と普及が必要かもしれないことを示唆す

る。また、WHO の推奨するケアカスケードを我

が国にて実現するうえで必要となる既感染者

の診断率上昇を達成するためには、「自身の

HIV 感染リスクを低く見積もりがちで、保健所

HIV 検査の利用に消極的な人」でも受検できる

様な、今よりもはるかにアクセスしやすい HIV

検査環境を構築しなければならない。職場にお

ける定期健康診断の機会を利用した HIV・梅毒

検査はこれを達成するためのツールとして検

討に値すると考えられる。健診施設を活用する

ことで、受検者のプライバシーを守りながら、

仮に陽性と診断されても確実に診断・治療に結

びつけることができる実効性のある検査手法

の構築が可能かもしれない。本研究では試験的

に試みたパイロット研究の結果をもとに職場

における定期健康診断の機会を利用した

HIV・梅毒検査の有効性を評価する。 

 

Ｂ.研究方法 

 沖縄県那覇市の協力健康診断施設にて令和

元年 8 月〜12 月に定期健康診断の機会を利用

した HIV・梅毒検査を無料で実施した。期間

中に検査を受検した方を対象に、アンケート調

査を行った。協力機関及びアンケートの詳細

は川畑研究代表者の昨年度の報告書を参照の

こと。 

（倫理面への配慮） 

本研究は地方独立行政法人 大阪健康安全基盤

研究所 倫理審査委員会の承認を得て実施した

（申請番号：1802-07-3、0810-04-5）。 
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Ｃ.研究結果 

 令和元年 8 月〜12 月における 5 ヶ月間で総

健診受診者数は 10380 名であった。そのうち、

無料 HIV・性感染症検査の案内を送付された人

は 7036 名(67.8%)であった。検査案内を送付さ

れた人の中で、無料 HIV 検査を利用したのは

1103 名(15.7%)で、検査の結果 HIV が陽性と判

定されたのは 1名、梅毒抗体が陽性と判定され

たのは 9名であった。総健診受診者数における

HIV 陽性率は 0.01%、梅毒抗体陽性率は 0.09%

であった。 無料HIV検査の利用者に占めるHIV

陽性率は 0.09%、梅毒抗体陽性率は 0.82%であ

った。 

 

Ｄ.考察 

今回の無料 HIV・性感染症検査の結果を以前

の検診に関する調査と、同時期の沖縄県におけ

る疫学情報・検査情報を相互に参照して以下考

察する。 

 

・新規 HIV 感染者の陽性率について 

沖縄県における令和元年 8 月〜12 月の新規

HIV 感染者及びエイズ患者の総報告数は 10 名

であった。沖縄県と那覇市の保健所における

HIV検査受検者数は851名であった。このうち、

保健所の確認検査で HIV 陽性になったのは 2

名(0.24%)であった。従って、8 名が拠点病院

やその他の医療機関で HIV 陽性が判明した事

になる。我々の提供した健診センターの HIV

検査で感染が判明した人は、この 8名に含まれ

ることになる。 

つまり、沖縄県において、HIV 感染者を見出

す従来の保健システムに対して、我々が供与し

た定期健康診断の機会を利用した HIV・梅毒検

査戦略は 11.1%増のインパクトを与えたこと

になる。HIV 感染者を捉えるための既存のシス

テムではカバーできなかった集団にリーチで

きる可能性を示唆するものと思われる。 

 

・梅毒抗体陽性率について 

HIV 陽性率の対照として梅毒抗体陽性率を

考える。 沖縄県における令和元年 8月〜12 月

の梅毒患者報告数は、男性 20 名、女性 2 名の

計 22 名であった(NESID)。無症状の場合 STS

抗体価 16 倍以上相当でないと届出されないの

で、健診時の梅毒検査で抗体陽性だった 9名全

てが報告のあった 22 名に含まれているか分か

らない。また、抗体陽性をきっかけに医療につ

ながったかどうか分からない。解析を深めるた

めには健診センターで紹介する性病クリニッ

ク等から届出が行なわれたかなどの情報を共

有してもらえるようネットワークを強化する

必要があるかもしれない。  

抗体陽性は必ずしも梅毒患者を意味するも

のではないが、日本人における一般成人の梅毒

血清反応陽性者は 0.57〜1.33%と報告されて

いる (Journal of the Japan Society of Blood 

Transfusion 28(4):339-344, 1982)。今回の無

料 HIV・性感染症検査では梅毒血清反応陽性者

が 0.82%と、上記の数値とよく一致する。これ

を勘案すると、我々の提供した健診センターの

梅毒抗体検査で抗体陽性が判明した割合がそ

れほど高いとは言えない。つまり、検診受検者

の中で必ずしも性感染症に対してハイリスク

の集団が検査を希望したとは言えないと思わ

れる。これと符合するように、今回 HIV 陽性が

判明した事例は梅毒抗体が陰性であった。この

点については更なる検討が必要と思われる。 

 

・受検者について 

職場での健康診断に提供されている「有料オ

プション検査としての HIV 検査」が利用された

割合は、検査を提供する施設の年間利用者 291

万 2933 名に対し 4536 名の約 0.16%である。今

回の無料 HIV・性感染症検査では HIV 検査を利

用したのは健診受診者の中で 15.7%であった。

十分な告知期間がなかったにもかかわらず

我々の提供した無料健診 HIV・梅毒検査での

HIV検査の参加率は980倍と極めて高い受検率

だったと評価できる。仮に十分な告知期間があ

れば、参加率はより高くなったと期待される。

仮に参加率が 30%程度まで上昇した場合、単純

計算では HIV 感染者が約 2名検出され、従来の

保健システムが見出す HIV 陽性者数に対して

約 20%増のインパクトを与えると試算される。 

 

・評価にかかる問題点について 

今回の調査は沖縄県那覇市で 1 つの健診セ

ンターだけで実施された。検診の参加者数は必

ずしも多くはなく、陽性者が１名であったこと

から、同様の検査キャンペーンを大規模に行う

場合の効果を正確に推定するのは困難である。

陽性者の個人的背景(受検動機、年齢、性別、

職種、梅毒 抗体、リスク因子など)を十分に勘

案することで、無料 HIV 検査がより効果的に実

施できるかを考察する必要がある。特に、保健

所における無料 HIV 検査を代替できる可能性

については注意深い議論が必要であろう。 

受診行動に与える受検料と匿名性について

も解析の余地がある。匿名性が担保できれば、

無料でなくても受診行動を十分に動機づける

ことが出来るかもしれない。受検者からのフィ
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ードバックによると、検査料が大きな動機付け

になっていると推測される。すると、このよう

な事業を持続可能な施策にするためには多額

の補助金を要することになり、保健所における

事業などと比較して費用対効果を慎重に判断

する必要がある。どの程度の検査価格であれば

「動機付け」を消失させないか、受検料に関す

る評価は今後の極めて重要な課題の 1 つと考

える。 

今後の課題としては、試験的な取組をより多

くの自治体で長い期間実施することで、参加者

数を増やし、より信頼性のある統計学的な推定

ができるようする必要がある。 
 

Ｅ.結論 

 無料で実施された職場における定期健康診

断の機会を利用した HIV・梅毒検査は当初の目

的通り「真に無自覚だった HIV 感染者」を見出

すことができる新しいシステムとして価値が

あるかもしれない。健康診断を受診する集団は

保健所や医療機関に自ら検査しに行く動機は

低いと思われるので、この意味でも早期に無自

覚な HIV 感染者を見出すことが出来る検査シ

ステムとして意義があると思われる。早く感染

者を見出すことにより、感染者の QOL はより良

くなるだけでなく、HIV の流行を未然に防ぐこ

とが出来ることから、新たな検査戦略は大きな

潜在性があると思われる。 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 

健診施設を活用したＨＩＶ検査体制を構築し検査機会の拡大と知識の普及に挑む研究 

分担研究報告書 

 

3.健診施設における HIV 検査の陽性率推計のためのゲイ男性向け HIV 検査の提供 
 

研究分担者 阪野文哉  地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 研究員 

研究分担者 渡邊 大  国立病院機構 大阪医療センター HIV 感染制御研究室長 

研究協力者 青木理恵子 特定非営利活動法人 CHARM 

研究協力者 朝来駿一  ふれんどりーKOBE 

研究協力者 荒川創一  三田市民病院 

研究協力者 石川泰章  石川泌尿器科 

研究協力者 今西 治  いまにし泌尿器科 

研究協力者 岩佐 厚  岩佐クリニック 

研究協力者 岡 伸俊  岡クリニック 

研究協力者 亀岡 博  亀岡クリニック 

研究協力者 菅野展史  菅野クリニック 

研究協力者 清田敦彦  清田クリニック 

研究協力者 近藤雅彦  近藤クリニック 

研究協力者 澤田暁宏  兵庫医科大学 

研究協力者 塩野徳史  MASH 大阪 

研究協力者 杉本賢治  京橋杉本クリニック 

研究協力者 中村幸生  中村クリニック 

研究協力者 西岡弘晶  神戸市立医療センター中央市民病院 総合内科 

研究協力者 福原 恒  平成泌尿器科クリニック 

研究協力者 福村沙織  大阪府健康医療部保健医療室感染症対策課 

研究協力者 古林敬一  そねざき古林診療所 

研究協力者 吉田光宏  吉田泌尿器科 

研究分担者 森 治代  地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 総括研究員 

研究分担者 本村和嗣  地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 ウイルス課長 

研究分担者 駒野 淳  大阪薬科大学 感染制御学研究室 教授 

研究分担者 大森亮介  国立大学法人 北海道大学 准教授 

研究代表者 川畑拓也  地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 主幹研究員 

 

研究要旨 

 検診施設全体へHIV検査を普及させた場合のHIV陽性率を推定するためには、健

診施設における受検割合や、受検者に含まれる個別施策層の割合、その個別施策

層の陽性率など、様々なパラメーターが必要である。そこで今年度は、個別施策

層であるゲイ･バイセクシャル男性の HIV 陽性率を推定するために、ゲイ･バイセク

シャル男性向け HIV･STI 検査の提供を試みた。方法としては、大阪府が実施する診

療所を窓口としたゲイ･バイセクシャル男性向け HIV･性感染症検査キャンペーンに

併せ、大阪府と兵庫県阪神地域の合計５ヶ所のクリニックの協力のもと、HIV と STI

の検査を通常検査で提供し、検査結果より母集団の HIV 陽性率を検討した。 

 令和 2年度における HIV 検査の総受検者数は 581 名（即日検査が 351 名、通常検

査が 230 名）で、HIV 陽性者は 8名（即日検査が 5名、通常検査が 3名）であった

（陽性率 1.4％）。HIV 陽性者 8名のうち、通常検査で陽性が確認された 2名は、拠

点病院において治療中の HIV 陽性者であった。 

 今後は、地域における陽性率の差や、健診受診者に占めるゲイ･バイセクシャル

男性の割合等を検討したい。 
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Ａ.研究目的 

 我々はこれまでに、健診センターや人間ドッ

クといった健康診断施設においてオプション

検査等で提供されている HIV 検査の実施状況

や受検者数などの調査を行った。また、昨年度

からは、健康診断施設において実際に無料

HIV･梅毒検査の提供を試験的に開始した。 

 このように、健康診断施設で実際に無料

HIV･梅毒検査を提供し、その利用状況をモニタ

リング・評価することは重要であるが、一方で、

無料 HIV･梅毒検査を普及させた場合のインパ

クトを評価することも求められる。 

 そこで、検診施設全体へ HIV 検査を普及させ

た場合の HIV 陽性率を推定するために、健診施

設における受検割合や、受検者に含まれる個別

施策層の割合、その個別施策層の陽性率など、

様々なパラメーターの推定を試みた。 

 今年度は、個別施策層であるゲイ･バイセク

シャル男性の HIV 陽性率の推定を試みた。 

 

Ｂ.研究方法 

 今年度は、個別施策層であるゲイ･バイセク

シャル男性の HIV 陽性率の推定を試みる目的

で、健康診断施設で無料 HIV･梅毒検査を提供

している沖縄県那覇市において、ゲイ･バイセ

クシャル向け HIV 検査を実施し、当該地域のゲ

イ･バイセクシャル男性の HIV 陽性率を調査し

ようとした。しかしながら、新型コロナウイル

ス感染拡大の影響もあり、当該地域のクリニッ

クとの協力関係の構築が困難であった。そこで、

対象地域を大阪･阪神地域に変更し、調査を行

うこととした。 

 大阪府ではエイズ対策の一環として、診療所

におけるMSM向けHIV/STI検査事業を実施して

いる。令和 2年度は大阪府の承諾のもと、大阪

府が実施する即日検査実施診療所 8 ヶ所にお

ける MSM 向け検査に加え、我々が協力をお願い

した、大阪府内と兵庫県の阪神地域の計 5クリ

ニックにおいて、スクリーニング検査に通常検

査を用いた HIV/STI 検査を、両方の事業が一体

となって利用者からみえるように配慮して提

供した。 

 即日検査実施診療所では IC 法による

HIV-1/2抗体検査、梅毒TP抗体検査、B型肝炎

の HBs 抗原検査を提供し、通常検査実施診療

所では HIV 抗原抗体検査のほか、梅毒の TP 抗

体検査とSTS検査、B型肝炎のHBs抗原検査、

C型肝炎のHCV抗体検査、尿を検体としたクラ

ミジア核酸増幅検査を提供した。 

 広報については、大阪府内は MASH 大阪、兵

庫県内はふれんどりーＫＯＢＥ、これら二つの

CBO（Community-based Organization コミュニ

ティベースド オーガニゼーション、当事者集

団）の協力を得て実施した。 

 各診療所･クリニックにおいて検査希望者か

ら採血された検体は、即日検査実施診療所に

おいては HIV 迅速検査後に、通常検査実施診

療所においては採血後に、委託臨床検査会社

にて HIV/STI の追加検査･スクリーニング検査

が実施され、結果は受け付けた診療所･クリニ

ック医師と研究班に伝えられた。スクリーニ

ング検査において HIV 陽性が判明した検体は、

地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所に

搬入され、HIV 確認検査を実施した。確認検

査の結果は医師を通じて、受検者に告知され、

陽性者には拠点病院を受診する様、紹介され

た。また、他の性感染症の罹患が判明した場合

は、各クリニックで治療が行われた。 

（倫理面への配慮） 

本研究は地方独立行政法人 大阪健康安全基盤

研究所 倫理審査委員会の承認を得て実施した

（申請番号：1802-07-3、0810-04-5）。 

 

Ｃ.研究結果 

 令和 2 年度の MSM 向け HIV/STI 検査事業は、

第一期（令和 2 年 11 月 2 日〜12 月 12 日）と

第二期（令和 3 年 2 月 1 日〜2 月 27 日）の 2

回に分けて実施した。 

 第一期の通常検査受検者数は 153 名で、うち

HIV陽性者は2名（新規診断1名、治療中1名）、

梅毒陽性者は 26 名、HBs 抗原検査陽性者は 1

名、HCV 抗体陽性者は 2名、クラミジア遺伝子

陽性者は 3 名であった。（大阪府実施の即日検

査では、受検者数は 224 名、うち HIV 陽性者は

4 名（すべて新規診断）、梅毒陽性者は 42 名、

HBs 抗原検査陽性者は 4名であった。） 

 第二期の通常検査受検者数は 77 名で、うち

HIV 陽性者は 1 名（治療中）、梅毒陽性者は 20

名、HBs 抗原検査陽性者は 1 名、HCV 抗体陽性

者とクラミジア遺伝子陽性者は 0 名であった。

（大阪府実施の即日検査では、受検者数は 127

名、うち HIV 陽性者は 1 名（新規診断）、梅毒

陽性者は 26 名、HBs 抗原検査陽性者は 1 名で

あった。） 

 第一期と第二期の合計では通常検査受検者

数は 230 名、うち HIV 陽性者は 3名（新規診断

1 名、治療中 2 名）で HIV 陽性率は 1.3％であ

った。梅毒抗体陽性者は 46 名で陽性率 20％、

HBs 抗原陽性者は 2名で陽性率 0.87％、HCV 抗

体陽性者は 2 名で陽性率 0.87％、クラミジア

遺伝子陽性者は3名で陽性率は1.3％であった。

（参考値にはなるが、本研究で実施した通常検
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査と大阪府の事業として実施された即日検査

の成績を一期と二期で併せた結果は、総受検者

数は581名、HIV陽性者は8名（新規診断6名、

治療中2名）で陽性率は1.4％であった。また、

梅毒抗体陽性者は 114 名で、陽性率は 20%、HBs

抗原陽性者は7名で、陽性率は1.2%であった。） 

 

Ｄ.考察 

 健診センターや人間ドック施設といった健

康診断施設へ HIV 検査を普及させる場合の費

用対効果を検討する上で、普及の結果診断され

るであろう新規 HIV 陽性者の推計を行うこと

は重要である。健診施設における HIV 陽性率を

推定するために、健診施設の受診者における

HIV 検査受検割合や、受検者に含まれる個別施

策層の割合、その個別施策層の陽性率など、

様々なパラメーターが必要となる。 

 そこで、今年度は HIV 感染割合が高い個別施

策層であるゲイ･バイセクシャル男性の HIV 陽

性率を推計するために、実際にゲイ･バイセク

シャル男性に HIV 検査を提供し、陽性者を診断

することで陽性率を調査する事を試みた。 

 当初研究班が健診施設において HIV･梅毒検

査を提供している沖縄県那覇市においてゲイ･

バイセクシャル男性に HIV 検査を提供するこ

とを検討したが、新型コロナウイルスの流行や、

他の様々な事情から、今年度は大阪府と兵庫県

阪神地区においてゲイ･バイセクシャル男性に

HIV 検査を提供した。 

 研究班で提供した通常検査において、HIV 陽

性率 1.3％を得た（大阪府の事業の結果と併せ

た場合 1.4％）。一方、健診施設における HIV

検査の提供においては、昨年度は受検者 1103

名中陽性者は 1 名、今年度は受検者 2000 名中

陽性者は 2名であった。また、昨年度実施した

健診施設における HIV 検査受検者のアンケー

ト調査の結果、男性受検者の約 7.8％、総受検

者の約3.7％がMSMで有ることが明らかになっ

た。このことから健診施設における HIV 検査の

提供におけるゲイ･バイセクシャル男性の陽性

率は、およそ 2.6％と推定された。この結果は、

今回のゲイ向け HIV 検査の提供による陽性率

1.3％と、それほど大きくは異なっていない。 

 これらのことから、健診施設における HIV

検査の提供においても、クリニックにおける

HIV 検査と同様に、個別施策層の利用割合に応

じた陽性率で、HIV 陽性者の診断が可能である

ことが示唆された。 

 一方で、今回の推計に用いた受検者集団は、

大阪と沖縄といった地域の違う異なる母集団

であるため、HIV 感染割合の地域差を考慮して

いない。今後、検討の精度を高めるためには、

地域ごとのゲイ･バイセクシャル男性の陽性率

等のデータも考慮していく必要がある。 

 

Ｅ.結論 

 今年度、診療所を窓口としたゲイ･バイセク

シャル向け HIV 検査を実施し、HIV 陽性率を推

計する資料を得た。今後は、健診受診者の性的

指向の内訳や地域によるゲイ･バイセクシャル

男性の HIV 陽性率や健診受診割合などの検討

を行い、健診施設へ HIV 検査を普及させた場合

の HIV 陽性率推計の資料としたい。 
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Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 
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等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
令和３年３月３１日 

厚生労働大臣 殿                                        
 
                     機関名 地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 奥野 良信           
 

   次の職員の令和２年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 エイズ対策政策研究事業                               

２．研究課題名 健診施設を活用したＨＩＶ検査体制を構築し検査機会の拡大と知識の普及に挑む研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）微生物部 ウイルス課 研究員                    

    （氏名・フリガナ）阪野 文哉 （バンノ フミヤ）                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針  □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（※3）  ■   □ ■  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 






